
子ども・子育て支援整備交付金に係る施設整備の取扱いについて（新旧対照表） 

（下線部は変更点） 

改正後 現行 

府 子 本 第 2 0 4 号 

平成 27 年７月 13 日 

第一次改正府 子 本 第 7 1 7 号 

平成 28 年 10 月 31 日 

第二次改正府 子 本 第 6 4 1 号 

平成 30 年６月 29 日        

第三次改正府 子 本 第 1 8 6 号 

令和元年６月 25 日 

各 都道府県知事 殿 

内閣府子ども・子育て本部統括官 

（  公  印  省  略  ） 

子ども・子育て支援整備交付金に係る施設整備の取扱いについ

て 

標記については、次により、平成 27年４月１日から適用する

こととしたので通知する。 

ついては、管内市町村（特別区を含む。以下同じ。）に対して

府 子 本 第 2 0 4 号 

平成 27 年７月 13 日 

一次改正府 子 本 第 7 1 7 号 

平成 28 年 10 月 31 日 

一次改正府 子 本 第 6 4 1 号 

平成 30 年６月 29 日 

各 都道府県知事 殿 

内閣府子ども・子育て本部統括官 

（  公  印  省  略  ） 

子ども・子育て支援整備交付金に係る施設整備の取扱いについ

て 

標記については、次により、平成 27年４月１日から適用する

こととしたので通知する。 

ついては、管内市町村（特別区を含む。以下同じ。）に対して

（別添） 



改正後 現行 

周知をお願いするとともに、本事業の適正かつ円滑な実施に期

されたい。 

第１ 創設及び改築 

１．放課後児童クラブを整備する場合の留意事項 

「子ども・子育て支援整備交付金の交付について（平成

27年７月 13日府子本第 202号）以下「交付要綱」という。）

別表１第４欄に定める新・放課後子ども総合プラン（平成

30 年９月 14 日厚生労働省子ども家庭局長、文部科学省生

涯学習政策局長連名通知）に基づく学校敷地内等における

創設又は改築を行う場合には、以下のすべての要件を満た

すこと。 

（１）（略） 

（２）（略） 

（３）（略） 

周知をお願いするとともに、本事業の適正かつ円滑な実施に期

されたい。 

第１ 創設及び改築 

１．放課後児童クラブを整備する場合の留意事項 

「子ども・子育て支援整備交付金の交付について（平成

27年７月 13日府子本第 202号）以下「交付要綱」という。）

別表１第４欄に定める放課後子ども総合プラン（平成 26年

７月 31日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、文部科学省

生涯学習政策局長連盟通知）に基づく学校敷地内等におけ

る創設又は改築を行う場合には、以下のすべての要件を満

たすこと。 

（１）次世代育成支援対策推進法（平成 15年法律第 120号）

第８条の規定に基づき市町村が策定する市町村行動計

画に、整備予定の放課後児童クラブ及び文部科学省が

所管する放課後子供教室の一体型の目標事業量等が記

載されており、かつ、当該放課後児童クラブが同一の

小学校内等で実施する放課後子供教室と一体的に実施

（予定を含む。）されること。 

（２）整備予定となっている小学校において余裕教室等の

活用が困難であること。

（３）当該市町村において、待機児童が既に発生している

又は当該放課後児童クラブを整備しなければ、待機児

童が発生する可能性があること。

なお、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関

する基準（平成 27 年厚生労働省令第 63 号）第９条第

１項に規定する専用区画のほかに、児童の遊び等のた
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２．（略） 

（１）（略） 

（２）（略） 

３．（略） 

第２ 一部改築 

  （略） 

めに必要な場を併せて整備することは差し支えない。 

２．交付要綱別表１の６及び別表３の６に規定する待機児童

の解消のための放課後児童クラブの整備は、以下の要件を

全て満たす整備とする。 

（１）放課後児童クラブの創設又は既存の放課後児童クラ

ブの定員増を伴う整備であること。

（２）以下のいずれかを満たすこと。

① 当該市町村において放課後児童健全育成事業若しく

は保育所等の利用に係る待機児童が既に発生している

若しくは当該放課後児童クラブを整備しなければ、待

機児童が発生する可能性があること。

② 当該市町村が子育て安心プラン実施計画の採択を受

けていること。

３．病児保育事業を行うための施設（以下「病児保育施設」と

いう。）を整備する場合 の留意事項 

病児保育事業を行うための施設であり、「病児保育事業の

実施について（平成 27 年７月 17 日雇児発 0717 第 12 号厚

生労働省雇用均等・児童家庭局長通知。以下「病児保育通

知」という。）」に定める要件を満たすこと。 

第２ 一部改築 

１．補助基準額の算出方法 

一部改築に係る補助基準額（以下「基準額」という。）は、

改築に係る基準額に、一部改築部分に係る面積の施設総面

積に対する比率を乗じることにより算出される額とする。 
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第３ 拡張 

（略） 

一部改築基準額 ＝ 改築基準額 × 改築面積

／既存施設の総面積 

２．その他 

既存施設の一部を解体し撤去する場合における解体撤去

工事費及び仮設施設整備工事費についても上記と同様の考

え方により算出するものとする。 

第３ 拡張 

１．放課後児童クラブを整備する場合 

次のいずれかに該当する整備を対象とする。ただし、一

の支援の単位の児童数が 71 人以上である放課後児童クラ

ブの整備は補助の対象外とする。 

（１）受け入れる児童の増を図るために、既存の放課後児

童クラブの延面積の増加を図る整備。

（２）既存の放課後児童クラブが狭隘であるため、受け入

れる児童の増は行わずに、既存の放課後児童クラブの

延面積の増加を図る整備。

（３）既存の放課後児童クラブに児童が体調が悪い時など

に休息するための静養スペースが無いため、既存の放

課後児童クラブの延面積を増加させて、新たに静養ス

ペースを設ける整備。

２．病児保育施設を整備する場合 

次のいずれかに該当する整備を対象とする。 

（１）受け入れる児童の増を図るために、既存の病児保育

施設の延面積の増加を図る整備
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第４ 大規模修繕 

１．対象事業 
区  分 内 容 

(1)施設の一部改
修

(2)施設の附帯設
備の改造

(3)施設の模様替

(4)環境上の条件
等により必要

一定年数を経過して使用に堪えなくな
り、改修が必要となった居室等の改修工事
や外壁、屋上等の防水工事等施設の改修工
事 

一定年数を経過して使用に堪えなくな
り、改修が必要となった給排水設備、電気
設備、ガス設備、冷暖房設備、消防用設備
等附帯設備の改造工事 

① 狭隘な居室を利用児童のニーズに合
わせて拡大を図る際の間仕切り工事及
び部屋の使用目的を変えるための内部
改修工事

② 居室と避難通路（バルコニー）等との
段差の解消を図る工事等防災対策に配
慮した施設の内部改修工事

③ 既存の医療機関又は保育所等におい
て、病児保育事業を実施するために必要
となる内部改修工事

① 活火山周辺の降灰地域等における施
設の換気設備や窓枠改良工事等

（２）既存の施設が狭隘であるため、受け入れる児童の増

は行わずに、既存の病児保育施設の延面積の増加を図

る整備

第４ 大規模修繕 

１．対象事業 
区  分 内 容 

(1)施設の一部改
修

(2)施設の附帯設
備の改造

(3)施設の模様替

(4)環境上の条件
等により必要

一定年数を経過して使用に堪えなくな
り、改修が必要となった居室等の改修工事
や外壁、屋上等の防水工事等施設の改修工
事 

一定年数を経過して使用に堪えなくな
り、改修が必要となった給排水設備、電気
設備、ガス設備、冷暖房設備、消防用設備
等附帯設備の改造工事 

① 狭隘な居室を利用児童のニーズに合
わせて拡大を図る際の間仕切り工事及
び部屋の使用目的を変えるための内部
改修工事

② 居室と避難通路（バルコニー）等との
段差の解消を図る工事等防災対策に配
慮した施設の内部改修工事

③ 既存の医療機関又は保育所等におい
て、病児保育事業を実施するために必要
となる内部改修工事

① 活火山周辺の降灰地域等における施
設の換気設備や窓枠改良工事等



改正後 現行 
となった施設
の一部改修 

(5)消防法及び建
築基準法等関
係法令の改正
により新たに
その規定に適
合させるため
に必要となる
改修

(6)特殊附帯工事

(7)土砂災害等に
備えた施設の
一部改修等

(8)防犯・防災対
策の実施に必
要な修繕 

(9)その他施設に
おける大規模
な修繕等

② アスベストの処理工事及びその後の
復旧等関連する改修工事

消防法設備等（スプリンクラー設備及び
屋内消火栓設備を除く。）について、消防法
令等が改正されたことに伴い、新たに必要
となる設備の整備 

 第５により建物に固定して一体的に整
備する工事 

① 都道府県等が土砂災害等の危険区域
等として指定している区域に設置され
ている施設の防災対策上、必要な補強改
修工事や設備の整備等

② 地震防災対策上必要な補強改修工事
③ 緊急災害時用の自家発電設備の整備

防犯・防災対策を実施するため、非常通
報装置・防犯カメラ設置や外溝の修繕等必
要な安全対策に係る整備 

特に必要と認められる上記に準ずる工
事 

となった施設
の一部改修 

(5)消防法及び建
築基準法等関
係法令の改正
により新たに
その規定に適
合させるため
に必要となる
改修

(6)特殊附帯工事

(7)土砂災害等に
備えた施設の
一部改修等

(8)その他施設に
おける大規模
な修繕等

② アスベストの処理工事及びその後の
復旧等関連する改修工事

消防法設備等（スプリンクラー設備及び
屋内消火栓設備を除く。）について、消防法
令等が改正されたことに伴い、新たに必要
となる設備の整備 

 第５により建物に固定して一体的に整
備する工事 

① 都道府県等が土砂災害等の危険区域
等として指定している区域に設置され
ている施設の防災対策上、必要な補強改
修工事や設備の整備等

② 地震防災対策上必要な補強改修工事
③ 緊急災害時用の自家発電設備の整備

特に必要と認められる上記に準ずる工
事 



改正後 現行 

（注）一定年数は、おおむね 10年とする。 

２．対象基準 

（１）（略） 

（２）アスベスト処理工事、防犯・防災対策については、原

則として、一施設の総事業費が 30万円以上のものとす

る。 

（３）（略） 

（４）（略） 

３．基準額 

（略） 

第５ 特殊附帯工事（資源有効活用整備費） 

（略） 

（注）一定年数は、おおむね 10年とする。 

２．対象基準 

（１）原則として、１施設の対象経費の実支出額が次によ

り算出された金額以上のものであり、かつ、これによ

り算出された額が 500 万円に満たない場合は、500 万

円以上のものとすること。

施設延面積（基準面積）×4,000円 

ただし、創設及び改築の基準額を上限とすること。 

（２）アスベスト処理工事については、原則として、一施設

の総事業費が 30万円以上のものとする。 

（３）建物の維持管理の義務を怠ったことに起因したもの

ではないこと。

（４）設計の不備又は工事施工の粗漏に起因したものでは

ないこと。

３．基準額 

次のいずれかで最も低い方の価格を基準額とする。 

（１）公的機関（都道府県又は市町村の建築課等）の見積り 

（２）民間工事請負業者２社の見積りを比較して、低い方

の見積り

第５ 特殊附帯工事（資源有効活用整備費） 

１．目的 

利用児童の処遇の改善及び地域社会の環境に配慮した施

設整備の推進を図ること等を目的とする。 
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第６ 応急仮設施設整備 

（略） 

２．対象事業 

（１）趣旨

施設で消費する資源の有効活用及び地域環境の保全

に資すること等により、利用児童及び地域社会に対し

快適な生活環境を提供する施設づくりの推進を図る。 

（２）対象経費

建物に固定して一体的に整備する次に掲げるもの

で、その整備に係る工事費又は工事請負費とする。 

① 水の循環・再利用の整備

施設から排出される生活雑排水等の循環・再利用

のための整備 

② 生ごみ等処理の整備

施設から出るごみの有効活用及び排出量の抑制等

ごみ処理のための整備 

③ ソーラーの整備

光熱水費等の節減及び地域の環境保全のためのソ

ーラーの整備 

④ その他

資源の有効活用及び地域の環境保全のための整備

であって必要と認められるもの 

３．基準額 

要綱別表第１による。 

第６ 応急仮設施設整備 

１．対象事業 

長時間継続する災害により、利用児童の処遇上特に必要
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第７ 解体撤去工事費・仮設施設整備工事費 

１．（略） 

と認められる応急仮設施設整備であって、原則として、利

用児童の処遇に直接かかわるものについては、平成 27年３

月 31日雇児発 0331第 34号雇用均等・児童家庭局長通知の

別紙「放課後児童クラブ運営指針」を、病児保育施設につい

ては、病児保育通知に定める要件を満たしていること。 

なお、この基準により難い特別の事情があるときは、そ

の都度、内閣総理大臣に協議するものとすること。 

２．基準額 

次のいずれか低い方の価格を基準額とする。 

（１）公的機関（都道府県又は市町村の建築課等）の見積り 

（２）工事請負業者の見積り

なお、これにより難い特別の事情があるときは、内

閣総理大臣が必要と認めた額とする。 

３．なお、応急仮設施設は、放課後児童クラブ及び病児保育施

設が、災害による警戒区域等に所在するため、当該施設の

使用が長期間困難となった場合に、利用児童の適切な処遇

を確保するため、当該施設と同等の機能を有する施設とし

て緊急避難的に設置される施設であり、当該施設の使用が

再開されるまでの間、当該施設と同様の施設として取り扱

われるものであること。 

第７ 解体撤去工事費・仮設施設整備工事費 

１．趣旨 

この工事費は、老朽化等に伴う施設の改築に際して必要

となる既存施設の解体撤去工事及び改築等工事期間に代替

施設を必要とする場合の仮設施設整備工事に要する経費を



改正後 現行 

２．解体撤去工事費 

（１）（略） 

（２）対象事業

対象となる事業は、交付要綱第４条の表の整備区分

欄に掲げる改築に伴い、既存施設の一部又は全部を解

体し撤去する事業とする。 

（３）（略） 

（４）留意事項

① 解体撤去工事費には、既存施設の解体に係る経費

のほか、解体により発生する廃材の運搬及び処分に

要する費用についても含まれるものであること。

② 国の補助事業において取得した既存施設に係る財

産処分（取壊しに限る。）の取扱いについては、第８

に定めるところによるものとする。

補助することにより、円滑な改築等整備を行い、利用児童

の処遇の向上を図るものである。 

２．解体撤去工事費 

（１）対象施設

対象となる施設は、交付要綱による放課後児童クラ

ブ及び病児保育施設のうち、改築を行う施設とする。 

（２）対象事業

対象となる事業は、交付要綱の４の表の整備区分欄

に掲げる改築に伴い、既存施設の一部又は全部を解体

し撤去する事業とする。 

（３）基準額

① 改築を行うことに伴い既存施設を解体し撤去する

場合

交付要綱別表１による。 

② 既存施設の一部を解体し撤去する場合

第２の考え方により、①の基準額から算出された

ものを基準とする。 

（４）留意事項

① 解体撤去工事費には、既存施設の解体に係る経費

のほか、解体により発生する廃材の運搬及び処分に

要する費用についても含まれるものであること。

② 国の補助事業において取得した既存施設に係る財

産処分（取りこわしに限る。）の取扱いについては、

第８に定めるところによるものとする。
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３．仮設施設整備工事費 

（１）（略） 

（２）対象事業

対象となる事業は、交付要綱第４条の表の整備区分

欄に掲げる改築又は大規模修繕に伴い仮設施設を整備

する事業とする。 

（３）基準額

① 改築を行うことに伴い仮設施設を整備する場合

交付要綱別表１による。

② 既存施設の一部を解体し撤去することに伴い仮設

施設を整備する場合

第２の考え方により、①の基準額から算出された

ものを基準とする。 

③ 大規模修繕を行うことに伴い仮設施設を整備する

場合

第４の３により算出されたものを基準とする。 

（４）留意事項

① 仮設施設整備工事費には、交付要綱第６条に定め

る費用を除き、仮設施設の整備に最低限必要なすべ

ての附帯設備に要する費用が含まれるものであるこ

と。

② 仮設施設の整備については、原則として建物の貸

３．仮設施設整備工事費 

（１）対象施設

対象となる施設は、解体撤去工事費が交付対象とな

る施設であって、用地の関係上等特別な事情により仮

設施設が真に必要と認められる施設とする。 

（２）対象事業

対象となる事業は、交付要綱の４の表の整備区分欄

に掲げる改築又は大規模修繕に伴い仮設施設を整備す

る事業とする。 

（３）基準額

① 改築を行うことに伴い仮設施設を整備する場合

交付要綱別表１による。

② 既存施設の一部を解体し撤去することに伴い仮設

施設を整備する場合

第２の考え方により、①の基準額から算出された

ものを基準とする。 

③ 大規模修繕を行うことに伴い仮設施設を整備する

場合

第４の２の（１）により算出されたものを基準とす

る。 

（４）留意事項

① 仮設施設整備工事費には、交付要綱の６に定める

費用を除き、仮設施設の整備に最低限必要なすべて

の附帯設備に要する費用が含まれるものであるこ

と。

② 仮設施設の整備については、原則として建物の貸
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第８ 財産処分 

１．趣旨 

「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」（昭

和 30年法律第 179号。以下「適正化法」という。）第 22条

の規定による財産処分については、平成 20 年５月 27 日府

会第 393 号「内閣府における補助金等に係る財産処分の承

認手続き等について」（以下「財産処分承認基準通知」とい

う。）によるほか、国の補助事業により取得した施設（以下

「補助財産」という。）の解体撤去工事費が子ども・子育て

支援整備交付金の対象事業となる場合に限り、円滑な財産

処分の手続きを進めるため、次によることとする。 

２．対象となる施設 

対象となる施設は、財産処分承認基準通知において、包

括承認事項に該当する場合を除き、国の補助事業により取

得した補助財産であって、老朽化等による補助財産の解体 

借により行うものとする。 

ただし、特別な事情により他の方法によることが

適当であると認められる場合は、この限りでない。 

③ 仮設施設は、改築工事期間の代替施設として一時

的に整備する施設であるが、当然のことながらこの

間、利用児童の処遇に留意するとともに、日常生活

上の安全面にも十分考慮し、施設運営に著しい支障

が生じないよう配慮すること。

④ 仮設施設の整備に当たっては、消防法、建築基準

法等関係法令に抵触しないよう留意すること。

第８ 財産処分 

１．趣旨 

「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」（昭

和 30年法律第 179号。以下「適正化法」という。）第 22条

の規定による財産処分については、平成 20 年５月 27 日府

会第 393 号「内閣府における補助金等に係る財産処分の承

認手続き等について」（以下「財産処分承認基準通知」とい

う。）によるほか、国の補助事業により取得した施設（以下

「補助財産」という。）の解体撤去工事費が放課後児童クラ

ブ整備費の対象事業となる場合に限り、円滑な財産処分の

手続きを進めるため、次によることとする。 

２．対象となる施設 

対象となる施設は、財産処分承認基準通知において、包

括承認事項に該当する場合を除き、国の補助事業により取

得した補助財産であって、老朽化等による補助財産の解体
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撤去工事費が子ども・子育て支援整備交付金の補助事業

となった施設とする。 

３．承認申請書の提出時期 

適正化法第 22条に規定する補助財産の財産処分（取壊し

に限る。以下同じ。）を行おうとする者は、財産処分承認申

請書を交付要綱第１０条に基づく解体撤去工事費に係る補

助金の交付申請書の提出日又は解体撤去工事の着工予定日

の１か月前のいずれか早い日までに内閣総理大臣に提出す

るものとする。 

４．財産処分の承認 

財産処分は、子ども・子育て支援整備交付金の交付決定

通知書に併記された財産処分承認通知書をもって承認され

るものである。 

なお、財産処分の承認に当たっては、次の条件が付され

るものであること。 

（１）市町村が事業を実施する場合

① 本承認は、財産処分承認基準通知２の（２）の①に

より行うものである。

② 財産処分を完了したときは、１か月以内にその事

実を証する書類を内閣総理大臣に提出すること。

（２）市町村が市町村以外の者（以下「社会福祉法人等」と

いう。）の実施する事業に対し、補助する場合 

① 財産処分（取壊し）の承認に当たっては、設置者に

対し次の条件を付さなければならない。

ア 本承認は、財産処分承認基準通知２の（２）の②

により行うものである。

撤去工事費が子ども・子育て支援整備交付金の補助事業と

なった施設とする。 

３．承認申請書の提出時期 

適正化法第 22条に規定する補助財産の財産処分（取壊し

に限る。以下同じ。）を行おうとする者は、財産処分承認申

請書を交付要綱第９条に基づく解体撤去工事費に係る補助

金の交付申請書の提出日又は解体撤去工事の着工予定日の

１か月前のいずれか早い日までに内閣総理大臣に提出する

ものとする。 

４．財産処分の承認 

財産処分は、子ども・子育て支援整備交付金の交付決定

通知書に併記された財産処分承認通知書をもって承認され

るものである。 

なお、財産処分の承認に当たっては、次の条件が付され

るものであること。 

（１）市町村が事業を実施する場合

① 本承認は、財産処分承認基準通知２の（２）の①に

より行うものである。

② 財産処分を完了したときは、１か月以内にその事

実を証する書類を内閣総理大臣に提出すること。

（２）市町村が民間の実施する事業に対し、補助する場合

① 財産処分（取壊し）の承認に当たっては、設置者に

対し次の条件を付さなければならない。

ア 本承認は、財産処分承認基準通知２の（２）の②

により行うものである。

イ 財産処分を完了したときは、１か月以内にその
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イ 財産処分を完了したときは、１か月以内にその

事実を証する書類を都道府県知事又は市町村の長に

提出しなければならない。 

② ①のイにより財産処分の完了報告を受けたとき

は、速やかに関係書類を添えて、内閣総理大臣に提

出しなければならない。

５．仮設施設に係る財産処分の取扱い 

第７の３により仮設施設整備工事費の補助を受けた仮設

施設について、交付要綱第１０条に基づく交付申請書に記

載された期間を経過したものは、適正化法第 22条に規定す

る財産処分の手続は要しないものとする。 

第９ 繰越しによる事業内容の変更申請手続 

１．対象となる事業 

対象となる事業は、交付要綱に基づく子ども・子育て支

援整備交付金の交付を受けた整備であって、当該補助金の

補助を受けた会計年度内に完了することが困難となったた

め、交付要綱第９条（１）のエ又は同条（２）のアにより内

閣総理大臣に報告してその指示を受けなければならない整

備事業とする。 

２．変更申請の手続き 

（１）（略） 

事実を証する書類を都道府県知事又は市町村の長

に提出しなければならない。 

② ①のイにより財産処分の完了報告を受けたとき

は、速やかに関係書類を添えて、内閣総理大臣に提

出しなければならない。

５．仮設施設に係る財産処分の取扱い 

第７の３により仮設施設整備工事費の補助を受けた仮設

施設について、交付要綱の９に基づく交付申請書に記載さ

れた期間を経過したものは、適正化法第 22条に規定する財

産処分の手続は要しないものとする。 

第９ 繰越しによる事業内容の変更申請手続 

１．対象となる事業 

対象となる事業は、交付要綱に基づく子ども・子育て支

援整備交付金の交付を受けた整備であって、当該補助金の

補助を受けた会計年度内に完了することが困難となったた

め、交付要綱第８条（１）のエ又は同条（２）のアにより内

閣総理大臣に報告してその指示を受けなければならない整

備事業とする。 

２．変更申請の手続き 

（１）事前の報告

交付要綱による交付金の交付を受けた整備事業が会

計年度内に完了しないと認められたときは、交付金の

歳出予算繰越手続を進め、予算決算及び会計令（昭和

22年勅令第 165号）第 24条に基づく繰越計算書（「繰
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（２）事業内容変更承認申請書の様式及び提出時期

財務省財務局長より交付金の歳出予算に係る翌年度

への繰越しの承認があったときは、別紙の様式による

事業内容変更承認申請を当該繰越承認通知を受理した

日から 10 日以内又は当該年度の３月 31 日のいずれか

早い日までに内閣総理大臣に提出するものとする。 

（３）事業内容変更承認申請書提出後の報告

繰越額確定計算書を財務省財務局長あて送付したと

きは、速やかにその写しを添えて内閣総理大臣あて報

告すること。 

第 10 その他 

１．（略） 

越しを必要とする理由」を明記すること。）を財務省財

務局（福岡財務支局、沖縄総合事務所を含む。以下同

じ。）長あて送付したときは、速やかにその写しを添え

て内閣総理大臣あて報告すること。 

（２）変更申請書の様式及び提出時期

財務省財務局長より交付金の歳出予算に係る翌年度

への繰越しの承認があったときは、別紙の様式による

変更申請書を当該繰越承認通知を受理した日から10日

以内又は当該年度の３月 31 日のいずれか早い日まで

に内閣総理大臣に提出するものとする。 

（３）変更申請書提出後の報告

繰越額確定計算書を財務省財務局長あて送付したと

きは、速やかにその写しを添えて内閣総理大臣あて報

告すること。 

３．その他の留意事項 

（１）明許繰越しの必要が生じたときは、財政法（昭和 22

年法律第 34 号）第 43 条及びその他の法令に基づき、

補助金の歳出予算繰越手続を財務省財務局との緊密な

連絡のもとに、円滑に進めることとする。

（２）前年度から繰越整備事業について、特別な事情によ

り、更に繰越しが必要となると認められたときは、速

やかに内閣総理大臣に報告してその指示を受けなけれ

ばならないものとする。

第 10 その他 

１．競争契約における最低制限価格制度の取扱い 
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２．契約の相手方等からの寄付金等の取扱い 

（１）子ども・子育て支援整備交付金の交付の条件として、

社会福祉法人等が放課後児童クラブ又は病児保育施設

の整備事業を行うために締結する契約の相手方及びそ

の関係者から寄付金等の資金提供を受けることを禁止

する。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付

金を除く。 

（２）契約の相手方及びその関係者とは、放課後児童クラ

ブ又は病児保育施設の整備事業を行うために社会福祉

法人等と契約を締結した建設工事請負業者、備品納入

業者及びその下請け業者とこれら業者の役員をいう。

（３）寄付金等の資金提供を受けることを禁止するとは、

金銭のみならず、有価証券全般についても受領するこ

とを禁止するもので、寄付目的などその使途を放課後

（１）最低制限価格の設定については、都道府県市が実施

する公共工事等の契約手続に準拠し、工事請負契約の

内容に適合した履行を確保するために特に必要と認め

られる場合に設定できるものである。

（２）交付事業等を行う社会福祉法人等が特に必要と認め

て最低制限価格を設定する場合は、都道府県市が実施

する公共工事等において最低制限価格を設定する際の

算定方法に準じて算出した額とすること。

（３）（２）による設定額を超える場合は、別途、合理的な

設定根拠が求められるものであること。この場合、補

助基準額を設定根拠とすることは合理的な根拠とは認

められないこと。 

２．契約の相手方等からの寄付金等の取扱い 

（１）子ども・子育て支援整備交付金の交付の条件として、

地方公共団体以外の者（以下「社会福祉法人等」とい

う。）が放課後児童クラブ又は病児保育施設の整備事業

を行うために締結する契約の相手方及びその関係者か

ら寄付金等の資金提供を受けることを禁止する。ただ

し、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。 

（２）契約の相手方及びその関係者とは、の整備事業を行

うために社会福祉法人等と契約を締結した建設工事請

負業者、備品納入業者及びその下請け業者とこれら業

者の役員をいう。

（３）寄付金等の資金提供を受けることを禁止するとは、

金銭のみならず、有価証券全般についても受領するこ

とを禁止するもので、寄付目的などその使途を放課後
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児童クラブ又は病児保育施設の整備事業に限るもので

はない。また、物品の寄付についても、時計、植樹等の

記念品程度のものを除き、社会常識を超えるような高

額な物品については禁止する。 

（４）（略） 

（５）（略） 

３．（略） 

児童クラブの整備事業に限るものではない。また、物

品の寄付についても、時計、植樹等の記念品程度のも

のを除き、社会常識を超えるような高額な物品につい

ては禁止する。 

（４）社会福祉法人等が直接、寄付金等の資金提供を受け

ない場合であっても、次のような場合には実質的に資

金提供があったものとみなされるものであり、禁止す

る。

① 社会福祉法人等に寄付を行う者が、契約の相手方

及びその関係者から資金提供を受けること。

② ①以外の場合であっても、社会福祉法人等の理事、

監事、評議員及び職員が契約の相手方及びその関係

者から資金提供を受けること。

（５）契約の相手方及びその関係者から寄付金等の資金提

供を受けていた事実が判明した場合は、その金額を総

事業費から差し引いた額を総事業費とみなし、過大に

補助金を受給していた場合は、交付決定の一部を取り

消し、過大受給した補助金の返還を求めることとする。 

３．南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別

措置法（平成 25年法律第 87号。以下「法」という。）第 12

条第１項の規定により定められた津波避難対策緊急事業計

画（以下、「事業計画」という。）に基づく整備の取扱い関係

書類として、法第 12条第５項の規定に基づき内閣総理大臣

の同意を得た事業計画の写しを提出すること。 




